
 

富山市地域生活応援団設立支援事業補助金交付要綱 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、富山市補助金等交付規則（平成１７年富山市規則第３６号。以

下「規則」という）第２４条の規定に基づき、富山市地域生活応援団設立支援事業

補助金(以下「補助金」という。)の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 市長は、地域住民の日常的な買い物の不便さを解消するため、地域住民等の

非商業者が商業者と地域生活応援団（以下、「団体」という）を設立し、富山市の

区域において買い物代行サービス事業を実施するとき、予算の範囲内において補助

金を交付するものとする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業の内容、期間及び補助対象経費並びにこれに対

する補助率及び限度額は、別表に定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は補助対象事業としない。 

（１）既存の特定団体・会員に限られた範囲を対象とする事業 

（２）特定の商業施設等の宣伝を目的とする事業 

（３）他の市費助成を受けている事業 

(補助対象事業者 ) 

第４条 補助対象事業者は、次に掲げるすべての要件を満たしていなければならない。 

 ただし、市長が特に認める場合はこの限りでない。 

（１）事業実施地域の住民又は住民グループ、及び特定非営利活動法人・ボランティ

ア団体等の非商業者（以下「住民等」という）が、商店街・商工団体・小売業

者・サービス業者等の商業者と設立する団体であること 

（２）団体の意思を決定し、執行する組織が確立しており、自ら経理し監査するなど

経理体制が明確になっていること 

（３）住民等が、団体の代表者であること 

（４）団体の所在地が、事業実施地域であること 

(定義)  

第５条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）買い物代行サービス 団体の構成員が、利用者に代わって団体に加入する店舗

の商品を購入し、利用者の自宅若しくは事業実施地域内の利用者が指定する場

所に購入した物品を配達する対価として、手数料を徴するサービス 

（２）団体の構成員 団体を設立する個人、グループ、法人、並びにグループ又は法

人に属し当該事業の運営に携わる者として指定された者をいう 

（３）事業実施地域 買い物代行サービスを提供する地域 

（交付申請） 

第６条 規則第４条第１項に規定する補助金交付申請書に添付する書類は、次の各号

の掲げるものとする。 



 

（１）事業計画書（様式第１号） 

（２）収支予算書（様式第２号) 

（３）実施事業にかかる最短５年間の、事業計画と収支予測 

（４）団体の規約・定款、組織図及びその役割 

（５）団体の役員、構成員名簿 

（６）買い物代行サービス実施時における各構成員の役割 

（７）買い物代行サービス事業を実施する地域図 

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付決定の通知） 

第７条 規則第５条第１項に規定する通知は、富山市地域生活応援団設立支援事業補

助金交付決定通知書(様式第３号)により行うものとする。 

（状況報告） 

第８条 市長は、補助事業者に対し、必要に応じ期限を定め補助事業の状況報告を求

めることができる。 

（事業計画の変更等の承認申請） 

第９条 規則第１１条第１項の規定により事業計画の変更等の承認を受けようとする

者は、富山市地域生活応援団設立支援事業計画変更（中止・廃止）承認申請書（様

式第４号）により申請しなければならない。 

（実績報告書の添付書類） 

第１０条 規則第１２条に規定する実績報告書に添付すべき書類は、次の各号に掲げ

るものとする。 

（１）事業実績書（様式第５号） 

（２）収支決算書（様式第６号） 

（３）支出を証明する書類 

（４）購入した物品等の写真 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

（補助金の額の確定）  

第１１条 規則第１３条に規定する通知は、富山市地域生活応援団設立支援事業補助

金額確定通知書(様式第７号)により行うものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助金は、当該事業を完了した後において交付する。ただし、補助対象事

業者から申し出があり、市長が必要と認めるときは、補助事業完了前に補助金の一

部を交付することができる。 

（事業者の責務） 

第１３条 補助事業者は、補助事業にかかる収支の状況を明らかにした帳簿又は証拠

書類を整備し、当該補助事業完了の日の属する会計年度の翌会計年度から起算して

５年間保存しなければならない。 

２ 団体は、補助事業年度中及び補助年度終了後５年の間、事業の実施状況について

毎年度末に報告しなければならない。 

 (補助金の交付の取り消し及び返還) 



 

第１４条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が、次の各号の一つに該当すると認

めたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付し

た補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（１）本要綱の規定に反したとき。 

（２）補助金の交付の決定の条件に反したとき。 

（３）要綱第６条及び第１０条に規定する、書類及び資料に虚偽の記載をしたとき。 

（細則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

（附則） 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、令和 ３年４月１日から施行する。 

 

 

別表 (第 3 条関係) 

 

  

事業名 事業の内容 補助事業期間 対象経費 
補助率 

及び限度額 

地域生活応

援団設立支

援事業 

 

 

 

地域住民の日常

的な買い物の不

便さを解消する

ために、富山市域

内で市民等の非

商業者が、商業者

と共同・連携し、

最短 5 年間継続

して行うことが

見込まれる、買い

物代行サービス

事業 

 

交付決定日の翌日

から起算し、３カ

月以内とする。 

ただし、補助金の

交付申請日が属す

る年度末を限度と

する。 

 

 

 

 

 

事業開始時に

必要な初期投

資費用 

一事業につき、

補助率は対象経

費の 50％以内、

100 万円を限度

とする。  

＊1000 円に満た

ない端数は切り

捨てる。 

１消耗品費 

２広告費 

３備品購入費 

（車両等含む） 

  

  

  

 

 


